○○　戦前期の観光行政組織

戦前において字句「観光」があらわす政策概念は国際に関わるものであった。従って設立された国レベルの観光行政組織も、外客誘致を目的としたジャパン・ツーリスト・ビューロ及び鉄道省国際観光局に代表されるものであった。外客誘致の為の事業として、海外においては観光宣伝を行うとともに、国内においては外客誘致の為の観光事業を振興することとなった。
字句「tourist」が日本に紹介される過程で1912年「Japan Tourist Bureau」が設立された。名称として国際旅客奨励会も検討されたが、最終的に字句「ジャパン・ツーリスト・ビューロ」となった。しかしながら、当時の「tourist」概念に越境概念が含まれていたのかの確認はなされていない。
1916年大隈内閣時の経済調査会では「外客誘致ニ関スル具体案」を検討しており、この中での字句「観光」の登場は、「観光外客誘致」「漫遊外客ノ誘致」「遊覧地其ノ他観光施設」と言った事例で確認できるが、「観光」が少なくとも行政用語としてはきちんとした概念整理がされないで使用されていると考えられる。このことは遊覧、観光が併用されている旧観光基本法にまで影響していたが、観光立国推進基本法においては字句「観光」に整理されることとなった。

1930年に外貨獲得を目的とする政策の一環として、勅令鉄道省国際観光局官制が商務省貿易局官制とともに制定された。江木翼鉄道大臣の強い希望により「国際」はつけたものの、英訳は「Board of Tourist Industry」となっている。このとき易経「国の光りを観る」の解釈において、語源とは異なりインバウンドを強調することとなった。 

行政用語が確立するとマスコミを通じて学会等の用語も確立する傾向があるから、1930年前後において「観光」概念内容がかなり収斂していったと考えることは不自然ではない。朝日新聞記事データベース聞蔵Ⅱによれば、字句「遊覧」と比較しても字句「観光」の使用頻度がこの時期には際立って増加している（注１）。しかしながら国際観光局設置後においても、字句「遊覧」と「観光」の使い分けが一般社会においては確立しているとは言い難く、回遊、周遊も含め使用者の判断によるところが多いと判断される。当時最も専門家と考えられる鉄道省国際観光局及びジャパン・ツーリスト・ビューロの関係者においても少なからずこのことがうかがえるところであるから、ましてや一般国民においては、遊覧と観光を厳密に使い分ける段階には至っていないと考えることが妥当であろう。このことは今日日常使用される観光、遊覧、周遊、回遊においても同様であり、「観光学」研究においても常に論議されるところとなっている。

字句「国際」を使用することには論議があったが、同時に国内も概念的に発生するわけである。鉄道省の資料では国際観光事業と国内観光事業とを列記しているから、日本人の国内移動に関わるものが観光概念に含まれ始めたと解釈もできる。しかし、言葉を厳密に使用する法令、組織名であるから、国際観光局が「外客誘致」のために設置された以上、この場合の「国際」観光事業は対外宣伝事業のことをさし、「国内」観光事業は外客のための国内における施設整備等のことをさしていると考える方が適切である。具体的には、当時の「国内」観光事業として、外客用のホテル整備は国際観光局の事業であると考えられていたが、国立公園、国宝関係の事業等はそれぞれ内務省、文部省等において実施されることを想定していたと考えられる。
 　鉄道省の役人の意識では、「外貨獲得」という政策目的がしっくりこなかったようである。外国人の巾着をねらうという意識があると正直に述べている。従って組織名も「帝国日本の文明を世界に示す」という意識で「観光」を使用したとある。なお、博覧会を文化を見せる場であると言う意味で使用し、観光的用例としているケースは鉄道省に国際観光局が設置される以前の19世紀から存在した。

大正末期から昭和初期にかけて全国の観光機関が急増し1933年にその数が328件となった。1930年の国際観光局の設立の影響を受けた結果、1935年には400を超え、全国的連合会が必要であるということから、鉄道省国際観光局所管の全日本観光連盟が設立され、国際観光局から補助金が支給され、地区代表者には２等無賃乗車証支給されることとなった。外国人への対応が統一されていないと諜報活動等の区分がしづらいことが理由である。建前としては外客誘致ではあるが、外客誘致の為の観光事業の整備は国内事業であり、事実上日本人の遊覧の用にも供されるものであった。頭は外客誘致の国際観光であるものの、足腰は内務行政、厚生行政の国民体位向上であり国民の保健であった。

国際観光局設立を契機として各地で陣容が整えられた団体が観光協会を名乗るようになり、地域によっては鉄道省の政策を超えて、日本人への御当地の観光宣伝事業を表に出し始めたと判断され、「内主外従」の本音が語られることもあり、字句「観光」の意味する政策概念が拡張していったと思われる。
京都市においては1913年京都市主催の大正大礼博開催が決定された際には、字句「来遊客」を使用していた。1930年観光課を設置した際の市議会の発言では「遊覧都市トシテノ真価ヲ発揮スル為ニ観光課ヲ新設」となっていたが、1934年にはキャッチコピー「遊覧都市」を「観光都市」に変更した。
この時期自治体の行政組織の中に字句「観光課」として組み込まれていたものは京都市の他には日光町（1931年）熱海町（1931年）宇治町（1932年4月)奈良市（1933年）、神戸市（1934年）等と観光協会と比すれば数は少なかったが、観光政策として行政が行うべきことを考えれば、行政組織を肥大化させなかった点で今日よりも常識的であったと考えられる。

東京府においては、建設局自然公園課において観光行政を所管するとともに、観光事業の振興を図ることを目的として1936年に東京府観光協会が設置された。設立趣意書には「観光事業はこれを外にしては国際修交に資し、これを内にしては国民の保健と強化に裨益する所大」となっている。また会則によれば、観光地、観光道路、観光資源、観光団体という用語も使用されているから、かなり一般的な用語になっていたのではないかと思われる。同協会が発行した「観光の東京府」1号（1937年１１月）に掲載されている東京府知事の発刊の辞には「観光事業は国際親善の増進、国情文化の宣揚、国際貸借の改善、貿易の進展及び国家意識の確立等国際的重大使命を有するとともに、これを内にしては知見情操の涵養、体力の増進等に貢献する処大なるものあり」（体力増進は1938年厚生省設置の時代背景をあらわしている。）とかかれており、建前としての国際をもっぱらとする観光政策の実施機関としてのありかたを打ち出している。桜井安右衛門内務省衛生局保健課長が「保健と観光」という文章を寄稿しており観光事業は大衆的であるべきとしているところから、外客誘致に限定した観光概念ではなくなっている。この点「観光の東京府1号」の中で、岸衛東京府観光協会参与は、東京府観光地の施設希望として「施設はその施設はいったい内地客に重点を置くか、または外国人客に対すてその施設を完備線とするか、これが欧米ならばそのごとき区別は必要ないのであるが、外人と著しくその生活状態をことにしている我が国においては、その点実に複雑を極る」として、内主外従の本音を記述している。「観光の東京府」2号においては大島観光に関する記事のなかで「厚生（レクリエーション）時代の波に乗る」と題して「遊覧」から「厚生」へ「行楽」から「保健休養」へと用語はおきかえられたと表現している。
注１　寺前秀一著「「観光」の誕生から「人流」の提唱」『帝京平成大学紀要第26巻第２号』2015年
